
経済産業省
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○最終的にはデータプラットフォームへの登録件数500件
を目指します。

○昨今、技術革新や新規参入等を背景に、宇宙由来の
様々なデータの質・量が抜本的に向上しつつあります。
こうした中、衛星データは単なる宇宙由来のデータで
はなく、ビッグデータの一部として様々なデータと組
み合わせることで、農業、漁業、防災分野等の課題に
対しソリューションを提供していくことが期待されて
います。

○一方、政府が運用する地球観測衛星のデータは、産業
ユーザーが利用可能なフォーマットでオープン化され
ておらず、また、衛星データの加工には高い専門性や
高価な処理設備・ソフトウェアが要求されることから、
その産業利用は限定的な状況に留まっています。

○そのため、本事業では、政府衛星データのオープン＆
フリー化を行うとともに、AIや画像解析用のソフト
ウェア等を活用したデータプラットフォームの開発を
行います。これにより、民間企業や大学等が衛星デー
タを利用しやすい環境整備を実現し、新規アプリケー
ション開発による新規ビジネス創出を促進します。

政府衛星データのオープン＆フリー化及びデータ利用環境整備事業費
事業期間（平成３０年度～平成３２年度（開発段階） ）

平成30年度概算要求額１，３００百万円（新規）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国

委託

研究機関等

資金の流れ
期待される効果

・衛星運用、
データ処理

衛星運用主体
研究機関

標準処理
依頼

データ
提供 ユーザインターフェース

開発

データプラットフォーム
開発

オープン＆フリー

アプリケーション開発

新規ビジネスの創出

ユーザ

ユーザの利用しやすい
データプラットフォーム、
ユーザIFを構築することで、
参入障壁を取り除き、
新規アプリケーション事業者の
創出を促す。

AI、ビックデータ利用により、
我が国のアプリケーション事業
者の競争力強化を狙う。

製造産業局宇宙産業室
03-3501-0973
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○平成30年から平成32年までの3年間の事業であり、最終
的には15件のアプリケーションの開発を目指します。

○これまでも衛星データを活用したアプリケーションは
開発されてきたところだが、衛星データ単体では多面
的な情報としては十分であるとは言い難く、開発した
手法がビジネスとして実用化されることは限定的でし
た。

○昨今、IT技術やAIの急速な発展により、多岐に亘る
ビッグデータを統合して解析することによるビジネス
が出現しつつあります。衛星データについても、その
量・質ともに向上を続けており、ビッグデータ解析の
重要な柱のひとつとしての活用が期待されます。

○そのため、衛星データと地上データを統合し、ビッグ
データのひとつとして活用するアプリケーションの開
発・実証を行います。また、アプリケーションの活用
先としてユーザー官庁や自治体等との連携も図ること
で、実用化も推進します。

衛星データ統合活用実証事業費
事業期間（平成３０年度～平成３２年度（開発段階） ）

平成30年度概算要求額２００百万円（新規）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国

委託

民間企業等

資金の流れ

期待される効果

製造産業局宇宙産業室
03-3501-0973

（１）事業の概念図

（２）準天頂衛星システムのアプリケーション事例

（高精度プローブ情報を活用した渋滞緩和システム）

様々なビッグデータ
衛星データ

（測位、地球観測）
データA データB ・・・

AI等による解析

実用化

アプリケーションの開発
（他省庁・自治体等とも連携）

渋滞緩和・エコドライブ促進

交通管制システム

渋滞回避

道路情報
表示

なりすまし
防止

信号機制御

車線別走行状況把握

異常検知

高精度プローブ情報
（時刻・位置・速度 等）

準天頂衛星(QZSS)
（位置情報の高精度化）

渋滞情報
エコドライブ支援
位置認証解読キー
等

事故

落下物

有料道路

一般道路

データ欺瞞
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宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業（SERVISプロジェクト）
事業期間（平成２３年度～平成３３年度（開発段階））

平成３０年度概算要求額４００百万円（平成２９年度予算額３5０百万円）

製造産業局宇宙産業室
03-3501-0973

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

○我が国宇宙産業の国際競争力の強化のためには、他分
野の優れた部品・技術を活用し、人工衛星やロケット
の低コスト化、高機能化、短納期化を実現することが
必要です。

○これを踏まえ、本事業では我が国が有する他分野の優
れた技術等を活用して、低価格・高性能な宇宙用コン
ポーネント・部品を開発します。

○また、平成28年3月策定の「宇宙用部品・コンポ－ネン
トに関する総合的な技術戦略」に基づき、我が国とし
て注力すべき宇宙用部品・コンポーネントについて、
民間企業等の開発費用の一部を補助し、我が国の宇宙
活動の自立性の確保及び宇宙機器産業の発展を実現し
ます。

○さらに、これまで政府機関・宇宙機関・企業・大学等
が個別に持っている他分野部品等の宇宙機器転用に関
する情報を集約し、衛星等の低コスト化を促進します。

国

委託
民間企業等

○高性能・低価格な宇宙用コンポーネント・部品の製造
技術を確立し、民生部品・技術を活用した機器の実用
化数５件を目指します。

資金の流れ
期待される効果

ＮＥＤＯ 民間企業等
補助交付

低毒性衛星推進装置

低毒性衛星推進装置
人工衛星の推進装置には有毒な推進剤（ヒドラ
ジン）が使用されているため、毒性の低い推進
剤を使用した推進装置を開発。

宇宙環境計測装置
人工衛星が受けた放射線の量を計測し、故障時
の解析等に使用するための装置。従来品と比較
して省電力かつ安価。

自律飛行安全システム
ロケットが自律的に飛行の継続／中断を判断す
ることで、維持管理にコストがかかる地上の管
制システムが不要に。

【開発機器の例（委託）】

従来の宇宙用機器と比較して、安価、小型、省電力などの特長
を持つ機器を開発中。

他 分 野 の 技 術 等 を ベ ー ス に し た 低 価 格 ・ 高 性 能 な

宇宙用コンポーネント・部品の開発

【宇宙用部品・コンポ－ネントの開発支援（補助）】

平成28年3月策定の「宇宙用部品・コンポ－ネントに関する総合的な
技術戦略」に基づいた、宇宙用部品・コンポーネントの開発を補助
事業にて支援。開発にあたっては複雑な工程管理を適切に行う必要
があるため、ＮＥＤＯを経由して支援を行う。

低毒性衛星推進装置

宇宙環境計測装置
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石油資源を遠隔探知するための
ハイパースペクトルセンサの研究開発事業費
事業期間（平成１９年度～平成３３年度（開発段階））

平成３０年度概算要求額９０0百万円（平成2９年度予算額1,150百万円）

○現在運用中のASTERセンサ(※)の13倍の光の波長の違い
を識別する能力（スペクトル分解能）を持つハイパース
ペクトルセンサを開発し、世界に先駆けて宇宙実証を行
います。

○スペクトル分解能の向上により、宇宙空間から識別でき
る物質の種類が増え、より高い精度で地表に存在する物
質を把握できるようになり、石油資源の遠隔探知能力の
大幅な向上につながります。その他にも、効率的なパイ
プライン建設、周辺環境への影響評価（土壌汚染、水質
汚濁）への活用が期待されるなど、我が国の資源開発の
強力なツールになり得ます。

○衛星データの利用拡大は、宇宙基本法及び宇宙基本計画
（平成28年4月閣議決定）で謳われている「開発から利
用へ」の趣旨に沿うものであり、ひいては将来の成長が
期待される宇宙産業の発展に寄与するものです。

（※）経済産業省が開発した資源探査用センサ。平成11年
から、当初の設計寿命(5年)を大幅に超えて運用を行っ
ています。

国
委託

民間企業等

製造産業局宇宙産業室
03-3501-0973

事業の内容

事業の概要・目的

事業イメージ

資金の流れ

○年間1,800シーンのデータを石油資源の探査に活用する
ことを目指します。

期待される効果

分解能 ：20×31m

観測幅 ：20km

バンド数※：185

※観測可能な波長帯数

搭載を予定している国際宇宙ステー
ション

従来センサとハイパースペクトルセンサの比較

ASTERセンサ（14バンド）による鉱物
種推定
地表にどのような物質があるかを
推定可能（10種類程度）

ハイパースペクトルセンサ（185バンド）
による鉱物種特定
地表にどのような物質があるかを
ほぼ断定可能（30種類程度）

ハイパースペクトルセンサについて
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宇宙太陽光発電システム（SSPS：Space Solar Power
System）とは、宇宙空間において太陽エネルギーで発電
した電力をマイクロ波などに変換のうえ、地上へ伝送し、
地上で電力に変換して利用する将来の新エネルギーシス
テム。

○宇宙太陽光発電システムは革新的なエネルギーとして、
宇宙基本計画（平成28年4月閣議決定）及びエネルギー
基本計画（平成26年4月閣議決定）において、中長期的
に研究開発を進めることとされています。

○本事業では、その実現に向けた重要な要素技術であるマ
イクロ波による無線送受電技術について、効率の改善に
向けて、送受電部の高効率化やビーム方向制御技術の研
究開発等を行います。また、開発した無線送受電技術の
実証を行います。

○宇宙では昼夜・天候等にほとんど左右されることなく安
定した量の太陽エネルギーを得ることができるため、本
技術の実用化により、安定的に供給可能な新たな再生可
能エネルギーの利用可能性が広がります。

宇宙太陽光発電における無線送受電技術の
高効率化に向けた研究開発事業委託費

事業期間（平成２６年度～平成３０年度（開発段階））
平成３０年度概算要求額250百万円（平成2９年度予算額250百万円）

製造産業局宇宙産業室
03-3501-0973

国
委託

民間企業等

事業の内容

事業の概要・目的

事業イメージ

■ 宇宙太陽光発電システムについて

（イメージ）

○周辺回路を含めた送電部の総合効率を40%に、受電部の
総合効率を50%に改善します。

期待される効果資金の流れ

海底ケーブル

変電・送電

宇宙太陽発電衛星
（約2㎞四方）

マイクロ波
（ﾚｰｻﾞｰ方式もある）

パイロット
信号

地上受電アンテナ
（直径4km）

静止軌道
36,000㎞

70



○福島ロボットテストフィールド等を活用した実証事業
等を通じ、ロボットやドローンの社会実装に向けた事
業環境等を整備するとともに、国際標準の獲得を目指
します。

○少子高齢化・人口減少などにより、離島・過疎地にお
ける物流網の維持が将来困難になるおそれがあります。
無人航空機の活用による物流分野における省人化・コ
スト削減は、このような社会課題を解決する決め手と
なることが期待されます。

○平成３０年度に４機体制による本格運用が予定される
準天頂衛星を活用すれば、精度の高い無人航空機を利
用した輸送が可能になると考えられます。

○こうしたことから、準天頂衛星を活用した無人航空機
による離島等への安全な物流の実現に向け、各種デー
タを収集するための飛行実証を行います。

準天頂衛星を活用した無人航空機物流実証事業
（ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の

実現プロジェクトの内数）
事業期間（平成２９年度～平成３３年度）

平成３０年度概算要求額３，２２０百万円の内数（平成2９年度予算額３，３００百万円）

製造産業局宇宙産業室
03-3501-0973

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国

交付

ＮＥＤＯ

資金の流れ 期待される効果

【現状】
無人航空機の自動飛行による物流事業は、試験的な取組が始まっ
たばかりの状況であり、安全性が大きな課題の１つ。

【事業内容】
1.準天頂衛星システムを活用した無人航空機の開発及び実証
2.事業化に向けた課題の調査研究

①飛行実証の結果も踏まえつつ、事業化に際しての制度的・
技術的課題の洗い出し

②セキュリティ対策も含む安全対策の洗い出し
③事業化ニーズについての調査

民間企業等

交付

⾼精度
測位
⾼精度
測位

準天頂衛星システム
と連携した通信・管制
準天頂衛星システム
と連携した通信・管制

無⼈航空機

準天頂衛星
システム
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